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１．問題意識 

保育所の待機児童が大きな社会的関心を集めて
から数年が立ち、小規模保育等も含めた保育所の
整備等多くの自治体がこの問題に取り組んでいる。
しかしながら、完全なる解決には至っていない。
保育所の待機児童の問題の背景には、保育士不足
があることは明白である。これについても、待遇
改善など対策は取られているがまだまだ解消まで
にはいたっていない。

この問題について保育士不足に至っている背景か
ら考えてみたい。平成30年６月現在全国保育士養
成協議会に加盟している学校は546校あり、毎年
多くの保育士を出している。また、保育士の国家試
験においても毎年1万人前後の合格者を出している。
このことからも毎年多くの保育士が誕生している
はずである。第１回保育士等確保対策検討会資料で
ある「保育士等における現状」によれば、保育所保
育士（常勤のみ）の２年未満での離職率は14.9％で
あり、経験年数が低い層（７年以下）の保育士割合
が半数となっている１）。つまり、定着率の低さが保
育士不足の背景にあるのではないかと考えられる。

また、一方で現在の保育士は、子どもへの養育
だけでなく、障害等の多様な子どもへの対応、虐待
を受けた子どもやその家族を含めた支援、地域の子

育て家庭への支援など難易度の高い支援に対応す
ることが求められている（『保育所保育指針』）。経
験年数が低い層の保育士もこうした複雑で幅広い
課題に対応するため、試行錯誤しつつ日々保育に携
わっている現実があり、その負担は勤務時間外の
生活にも影響しているのではないかと推察される。

ちなみに、「保育」「早期離職」というキーワー
ドを使って、論文検索をした結果、2020 年まで
のこの 10 年間で 28 本の論文が発表されている。
その内容は、保育士養成校の卒業生調査に基づい
たもの、早期離職の要因分析や防止のための研究
が多く、特に要因に関しては人間関係等の保育士
自身の課題に重点を置いたものである。保育現場
への他職種配置という観点からは泉浩徳・田中朋
也（2017）2）のスクールソーシャルワーカーの業
務から幼児期における配置の有効性についての論
文が１本あっただけである。

こうした中で、本研究においては、保育士の生
活と働くことのバランスを整える（ワークライフ
バランス）ことで保育士として長く働くことが可
能となり、その結果として保育士不足が解消され、
待機児童問題等の解消にもつながるのではないか
という観点から研究を進めていく。そこで、まず
初めに現場で働く保育士がどれくらい働き、どの
ような生活（仕事と家庭生活等のバランス）をし
ているのか実態を把握する必要があると考える。
そこで、本研究では、生活時間調査及び生活バラ
ンスに関するアンケート調査（※生活バランスに
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関する調査結果については、『小池学園研究紀要』
第 19 号にて研究ノートとして一部公表している）
の２つの調査を用い、その結果から保育士のワー
クライフバランスの実態把握に努めることとする。

２．研究の目的と方法

現在の保育士の生活という視点から分析し、保
育士のワークライフバランス確立のための基礎研
究としたい。

そのため、保育園で働く保育士に対する生活バ
ランスに関するアンケート調査及び生活時間調査
を実施した。

実施対象は、同一社会福祉法人の５園 155 名。
調査実施期間は、2019 年 11 月～ 12 月とした。調
査回答者は 101 名であった。

３．研究における倫理的配慮

研究・調査にあたっては、個人情報保護法およ
び申請者が所属する埼玉東萌短期大学の個人情報 
保護方針に基づき、個人情報を保護するとともに
情報漏洩の防止に十分配慮する。また、研究にお
いては個人が特定されるようなことがないよう十
分に留意する。また、学校法人小池学園の研究倫
理に係る諸規程に基づき、事前に目的、結果報告
の方法等を説明し、了解を得てから調査を実施した。

４．アンケート調査回答者の概要

同一法人の保育園５園 155 名に配布し、101 名
の回答があった（回収率 65.2％）。各園の配布人
数、回答者数、回収率は表１の通りである。

調査回答者の概要を以下の項目から見る。

（１）勤務形態
現在の職場での勤務形態について聞いた。図１

の通り、全体の約 2 ／ 3（67％）が常勤職員、残
りの約 1 ／ 3 が非常勤職員・パート等であった。

（２）性別
図２の通り、圧倒的に女性が多いが、回答者の

１割は男性であった。

（３）年代
調査対象者の年代について尋ねた。結果は図３

の通り、30 歳代、20 歳代がやや多く、次いで 50
歳代が多いという順であった。
『令和２年版少子化社会対策白書』によると、2018

年の日本の初婚年齢の平均は「夫が31.1 歳、妻が
29.4 歳」（内閣府2020：p15.）３）となっており、「出
生時の母親の平均年齢を出生順位別にみると、2018
年においては、第１子が30.7 歳、第２子が32.7 歳、
第３子が33.7 歳」（内閣府2020：p15.）３）となって
いる。40 歳代といえば、こうした日本の平均にあて

配布 回収 回収率
Ａ保育園 30 25 83.3％
Ｂ保育園 30 18 60.0％
Ｃ保育園 40 32 80.0％
Ｄ保育園 25 15 60.0％
Ｅ保育園 30 11 36.7％

155 101 65.2％

表１：園別配布数・回収数・回収率

図１：勤務形態

図２：性別
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はめた場合、第１子が小学生～高校生の年代であり、
子育て真っただ中と言える。もしかしたら、そうし
た年代では一時仕事から離れる人もいることが、40
歳代がやや少ない理由かもしれない。

（４）現在の勤務園での勤務年数
現在の勤務園での勤務年数を尋ねた。結果は図

４の通り、１年未満が 10％、１年から３年未満
が 26％、３年から５年未満が 24％、５年から 10
年未満が 31％、10 年以上が８％である。

第１回保育士等確保対策検討会資料である「保
育士等における現状」によると保育所保育士（常
勤のみ）の２年未満での離職率は 14.9% であり、
経験年数が低い層（７年以下）の保育士割合が半
数という調査結果がある１）が、今回の調査でも
現在勤務する園で 5 年以上働いている職員（比
較的経験年数が高い職員）は 39％となっていた。
ただし、今回調査に協力いただいた保育所のうち
３園が自治体からの受託や設立が 10 年未満の園
であるということもあり、そもそも園自体が新し
いため、長く勤務している職員が少ないというこ
ともあり、早期離職や定着率の低さとすぐには結

びつけることはできない。

（５）職歴（働き出してからの年数）
働き出してからの年数（職歴）を尋ねた。結果

は、図５の通り、１年未満が５％、１年から３年
未満が９％、３年から５年未満が 14％、５年か
ら 10 年未満が 28％、10 年以上が 44％となって
いる。職歴としては、５年以上が 72％と比較的
経験年数が高い職員が多くいることがわかる。５
年以上という比較的経験年数の高い職員が、職
歴でみると 72％いるのに対し、現在の職場での
勤務年数で見ると 39％となっている。一見する
と定着率の低さに注目してしまいそうになるが、

（４）でも言及したように、設立（区からの受託）
10 年以上の園が２園のみということもあり、一
概に定着率の低さと結びつけることはできない。

（６）居住形態
回答者の居住形態を尋ねた。図６のとおり、「自

分の家族との同居」が最も多く、次いで、「実家で
家族との同居」、「一人暮らし」の順となっている。

「自分の家族と自分の親と同居」、「自分の家族と相
手の親と同居」、「自分の家族と同居」という居住形

図５：職歴（働き出してからの年数）

図４：現在の園での勤務年数

図３：年齢

図６：居住形態
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態は全体の35％程度となっているが、今回の調査で
は20 代～40 代が調査対象者全体の72.3％を占めて
いることからも、その多くが子育て中の家庭である
と推測される。また、今回の調査の回答からはひと
り親世帯であると思われる者も一定数見られた。

また、こうした居住状況を勤務形態別に見たもの
が図７である。パートタイムでの勤務や非常勤で
の勤務の保育士は「自分の家族」と同居している
割合が高く、常勤職員は一人暮らしや実家で家族
と同居している割合が高い。このことからも、パ
ートや非常勤で勤務している保育士の多くは恐ら
く子育て中の人が多いのではないかと推測できる。

５．生活バランスに関する調査結果分析と考察

生活バランスに焦点を当てアンケート調査を行
った。質問項目は、（１）自分時間の使い方、（２）
仕事・家庭生活・個人（自分）の時間配分におけ
る①現在の自分の生活、②理想の生活のバランス
について、（３）自分の理想の生活に近づけるた
めには、どのような改善・工夫等（自分・周りの
環境等も含めて）が必要かという３点である。こ
の結果から分析・考察を行う。

（１）時間の使い方について
ここでは、自分時間の使い方について、「睡眠」、

「食事」、「仕事」、「家事」、「趣味・娯楽」、「学習・
研修・習い事」、「団らん・家族とのかかわり」、「つ
きあい・交際」、「地域社会活動」の 9 項目それぞ
れで、①「増やしたい（もっと欲しい）」、②「今
のままでいい」、③「減らしたい」のいずれに当て
はまるのかを聞いた。結果は図８の通りである。

その結果、時間を増やしたいと考えている項目
としては「睡眠」「趣味・娯楽」が多くいた。逆
に時間を減らしたいと考えている項目としては

「仕事」としている人が最も多い。しかしながら、
「仕事」の項目だけを見ると、「今のまま」と答え
ている人が最も多く、「仕事」に関しては「今の
まま」の時間で満足している人もいれば、「減ら
したい」と考えている人も半数ずつ程度いること
がわかる。

図７：図 11：勤務形態（常勤職員、非常勤職員、パート）
別の居住状況

図８：自分の時間の使い方について

－20－

小池学園研究紀要　№ 21



この結果については、その回答者の勤務形態に
よっても分かれるのでないかと考えた。そこで、
勤務形態別の「仕事」に関する時間の使い方の結
果が表２である。こうしてみると、常勤正職員は、

「今のまま」と「減らしたい」が同数で最も多く、
非常勤職員やパートでは「今のまま」が最も多い
ということが分かった。非常勤職員・パートと常
勤正職員とでは勤務時間の長さの違いが「今のま
までいい」と「減らしたい」の差につながってい
るのではないかと推察できる。しかしながら、後
で出てくる生活時間調査（図 11）を見ると、非
常勤・パート・常勤職員では「仕事」時間に差は
ないことがわかる（ただし、仕事内容別にみると
違いはある）。今回の生活時間調査は記入日の直
前の勤務日の 1 日を振り返り記入してもらってい
る。そのため、ある１日の仕事時間は勤務形態に
ほぼ違いがみられないが、１週間当の単位でみて
いくと勤務日数の違い等の違いで「仕事」に対す
る時間のかけ方に違いが出てくる可能性もあり、
それが生活のバランスに関するアンケート調査で、
常勤正職員は、「今のまま」と「減らしたい」が
同数で最も多く、非常勤職員やパートでは「今の
まま」が最も多いという結果の違いにつながって
いるのかもしれない。

また、9 項目中「食事」、「家事」、「学習・研
修・習い事」、「団らん・家族とのかかわり」、「つ
きあい・交際」、「地域社会活動」の６項目では

「今のまま」が最も多くなっている。これら一つ
一つの項目もその人によってどれだけ時間を使っ
ているのか異なる。そのうえで、回答者各自がそ
れに満足しているのかどうかがこれらの結果に反

映されていると考えられる。

（２）仕事と家庭生活・個人（自分）の時間のバ
ランスについて

仕事と家庭生活・個人（自分）の時間のバラ
ンスについて、現状と理想について聞いた。そ
の結果は図９の通りである。現状としては、「仕
事」を優先している人が最も多い。理想としては、

「仕事・家庭生活・個人（自分）の時間」どれも
優先するが最も多かった。この結果からもわかる
ように、現状としては、生活の中での時間の使い
方として「仕事」が優先になってしまっている
が、理想としては「仕事」も「家庭生活」も「個
人（自分）の時間」もどれも大切にしたいと考え
ている人が多いということである。

（３）自分の理想の生活に近づけるための改善・
工夫等について

自分の理想の生活に近づけるための改善・工夫
等について自由記述での回答から分析する。自由
記述の内容から「職場への要望」、「自分の改善」、

「あきらめ」の大きく 3 つに分類することができた。

（n=101）
１増やしたい ２今のまま ３減らしたい ４その他 未記入

常勤正職員 3 30 30 1 0
非常勤職員 0 4 1 0 0
パート 2 19 1 0 1
その他 1 1 2 0 0
非常勤職員・
パート 0 1 0 0 0

※ ４その他の回答者は、２「今のまま」と３「減らしたい」
をどちらも選んでいた。

表２：勤務形態別に見た「仕事」に関する時間の使い方

図９：仕事と家庭生活・個人（自分）の時間のバランス

カテゴリー 主な内容
職場への要望 仕事量、仕事効率化、分担、人員配置

自分の改善
家事効率化、だらだらしない、仕事ス
ピード上げる、仕事の優先順位をつけ
る、心の余裕を持つ

あきらめ どうしようもない、これ以上どうしよ
うもできない、退職・転職しかない
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これらを見ていくと、「家事の効率化」や「だ
らだらしない」等仕事以外の時間をどうにかしよ
うとする人がいる一方で、「職場への要望」グルー
プを含め、「自分の改善」、「あきらめ」グループの
多くの人は仕事の時間をどうするかに焦点を当て
て回答している。（２）の仕事と家庭生活・個人

（自分）の時間のバランスでの回答とも関係する
が、現状「仕事」優先の人が多いからこそ、その

「仕事」をどうするかが理想に近づける方法と考え
ている人が多いことがこの回答からもわかる。こ
れらのことからも、保育士として社会で働き、生
活するというワークライフバランスを考える中で、

「仕事」をどうするか、どういう働き方をするかが、
それぞれの生活バランスを整えていくためにも重
要であるということが改めて分かった。

（４）まとめ
保育士自身が自分の生活をどうとらえているの

かに焦点を当て生活バランスに関するアンケート
調査の結果分析を行う中で、現状として「仕事」
が優先で生活している人が多いこと、しかしなが
ら理想は「仕事・家庭生活・個人（自分）の時
間」を優先したい人が多いことがわかった。また、
こうした理想に近づけるためには、「仕事」の仕
方等をどうするかに焦点を当てて改善を考えてい
る人が多いこともわかった。

今回の調査では、保育士自身が自分の生活をど
うとらえているのかがわかる調査（回答者の主観
に近い）であったが、社会人として働くにあたり、
やはり「仕事」というものを生活の中心に考えて
いる人が多いことが改めて明らかになった。

６．生活時間調査結果分析と考察

生活時間調査により、回答者各自が１日の生活
の中でどのような生活行動にどれくらいの時間を
使っているのか、より客観的なデータが得られる
と考える。今回の調査では、回答者それぞれに記
入日の直前の勤務日の１日を振り返り、午前０時
から夜中の 24 時までの 24 時間の時間の使い方を

記入してもらった。生活行動については表３にあ
るような 28 の行動である。

回答にあたっては、例えば「団らん・家族とのか
かわり」として「買い物」をしている場合は生活行
動が同時間帯で重複して記入されていることもある。

（１）生活行動の項目別比較
調査結果を分析するにあたり、28 の生活行動

を「生理的生活時間」、「仕事」、「家事的生活時
間」、「社会的・文化的生活時間」の４項目に分類
し（表３）、それぞれの時間を１日 24 時間のうち

表３：生活行動とその分類

項目 生活行動

生
理
的
生
活
時
間

１．睡眠（昼寝含）
２．食事（間食含）
３． 身の回り
　　（身支度、トイレ、入浴、整髪、化粧、美容等）
４．医療（歯医者等の受診）
５．休息（ボーとしたり、コーヒータイム等）

仕
事

６．通勤
７．仕事①子どもと直接かかわるような時間
８． 仕事②事務作業的な時間
　　（記録・連絡帳・書類作成、活動準備・壁面等の製作）
９．仕事③会議、打ち合わせ
10．仕事④保護者対応
11．仕事⑤環境整備

家
事
的
生
活
時
間

12．調理
13．食事の片づけ
14．掃除・住生活管理（ごみ捨て等）
15．洗濯・衣生活管理（畳む、アイロンがけ等）
16．裁縫・編み物
17．世話・介護
18．育児・教育
19．買い物

社
会
的
・
文
化
的
生
活
時
間

20．テレビ・ラジオ・インターネット
21．新聞・雑誌・読書（仕事以外）
22．趣味・娯楽（スポーツ以外）
23．学習・研修・習い事
24．スポーツ（ジム、ウォーキング等）
25． 団らん・家族とのかかわり
　　（家族とのLINE等の時間含む）
26．つきあい・交際（友人、恋人等）
27．地域社会活動（自治会の活動等）
28．その他（銀行・市役所等への用事等）

※ 生活行動と分類にあたっては、天野寛子（2001）『戦後日
本の女性農業者の地位―男女平等の生活文化の創造へ―』
の生活時間調査票を参考に作成した。
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どれくらい使っているのかを比較分析する。その
結果は図 10 の通りである。１日の生活に占める

「生理的生活時間」と「仕事」が圧倒的に長い。
それぞれの生活項目別に見ていく。

①「生理的生活時間」
「１．睡眠」が圧倒的に長く、平均 392.9 分（約

６時間半）使っている。次が「３．身の回りの支
度」で平均 83.6 分、「２．食事」が 68.1 分と続い
ている。「２．食事」については１日３食合わせた
時間なので、単純に３食で割ると１食 22 分程度
で食事をしていることになり、仕事をしている平
日はゆっくり食事をとる時間がない様子がわかる。
②「仕事」
「７．仕事①子どもと直接かかわるような時間」

が平均 340.0 分（５時間 40 分）となっており圧
倒的である。その次が「８．仕事②事務作業的な

時間」の 123.9 分（約２時間）である。
③「家事的生活時間」

最も長くても「18．育児・教育」の 35.3 分であ
り、「12．調理」も１日で 27.9 分が平均となって
おり、仕事をしている平日は家事等にほとんど時
間をかけていない実態がわかる。
④「社会的・文化的生活時間」

最も長い時間である「20．テレビ・インターネ
ットを見る」でも 59.7 分、次が「25．団らん・家
族とのかかわり」43.7 分となっており、それ以外
の生活行動は 10 分程度であった。また、「25．団
らん・家族とのかかわり」と「20．テレビ・イン
ターネットを見る」と重複して回答していること
も多く、テレビ等を一緒に見たりすることが家族
団らんになっている様子もうかがえる。ちなみ
に、「地域活動」は全回答者が０分と回答してお
り、地域生活への希薄さが伺える。

（２）勤務形態別にみる生活時間調査結果の比較

勤務形態別に生活時間調査結果を比較してみた
（図 11）。今回の調査回答者の中に非常勤・パー

図 10：1 日の平均生活行動時間

図 11：勤務形態別 1 日の平均生活
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トタイムと２つに勤務形態に重複して回答してい
る１名がいたため、比較も４勤務形態で分けてい
る。しかしながら、結果分析では、この１名を除
き常勤職員（68 名）、非常勤職員（５名）、パー
トタイム（23 名）の 3 勤務形態の平均生活時間
を使って分析をしていきたい。図 11 を見てもわ
かるように、常勤職員、パートタイム・非常勤職
員であまり差はない。ただし、細かく見ていくと、
それぞれの特徴も見えてくる。
①「生理的生活時間」
「１．睡眠」に関しては常勤職員が 401.0 分、非

常勤職員が 366.8 分、パート勤務が 349.4 分とパ
ートタイムと常勤職員とでは 50 分程度の差があ
る。「２．食事」では、逆に常勤職員が 64.7 分な
のに対し非常勤職員が 75.5 分、パートタイムが
170.9 分となっており、パートタイムで勤務する
回答者のほうがゆっくりと食事をする時間がとれ
ている様子がわかる。
②「仕事」
「７．仕事①子どもと直接かかわるような時間」

については常勤職員が 358.7 分なのに対して、非
常勤職員が 443.1 分、パートタイムが 256.9 分と
なっており、非常勤職員が最も長く子供とかかわ
って仕事をしている様子がわかる。同じような
傾向は、「９．仕事③会議・打ち合わせ」（常勤職
員 56.0 分、非常勤職員 75.0 分、パートタイム 51.9
分）、「11．仕事⑤環境整備」（常勤職員 40.7 分、非
常勤職員 42.6 分、パートタイム 28.9 分）でもある。
また、「８仕事②事務作業的な時間」については、
パートタイムが 175.7 分で最も長く、次いで非常
勤職員 159.8 分、常勤職員 149.1 分が平均時間とな
っている。ただし、「10．仕事④保護者対応」（常
勤職員 59.8 分、非常勤職員 44.8 分、パートタイム
36.3 分）は常勤職員が最も長くなっており、保護
者対応は常勤職員が多くを担っている様子がわか
る。このように、勤務形態により「仕事」内容が
違うことが改めて把握できた。
③「家事的生活時間」
「家事的生活時間」については全ての生活行動

で、常勤職員が最も短い時間しか行っていなかっ

た。特に顕著であったのは、「18．育児・教育」で
あり、常勤職員の平均が 16.1 分なのに対し、非
常勤職員が 90.1 分、パートタイムが 84.8 分とな
っている。このことからもパートタイムや非常勤
勤務の職員の多くは子育て家庭と推察され、だか
らこそ、常勤ではなく、非常勤やパートタイム勤
務をしている実態がわかる。こうした働き方は、
女性の労働力率（15 歳以上人口に占める労働力
人口（就業者＋完全失業者）の割合）の傾向が結
婚・出産期に当たる年代に一旦低下し、育児が落
ち着いた時期に再び上昇するという、いわゆるＭ
字カーブを描くこととほぼ一致しているといえ、
保育所保育士においても、こうした日本の女性の
働き方の傾向と同様であることがわかる。
④「社会定期・文化的生活時間」
「社会定期・文化的生活時間」ではすべての生

活行動で非常勤職員とパートタイムで勤務してい
る回答者が常勤職員と比較し平均時間が長かった。
特に、「25．団らん・家族とのかかわり」について
は、常勤職員が 37.7 分なのに対し非常勤職員 79.3
分、パートタイム 76.3 分とほぼ常勤職員の倍の時
間を使っていた。また、「24．スポーツ」も常勤職
員 5.2 分に対し、パートタイムが 32.7 分と約６倍、

「21．新聞・雑誌・読書」も常勤職員 7.6 分に対し、
パートタイムが 37.5 分と約５倍の時間を使ってい
ることが分かった。

（３）生活に関するアンケート調査結果も踏まえ
ての考察

生活時間調査を勤務形態別に見ていくと、パー
トタイムで勤務している回答者は子育てに忙しい
ながらも、「食事」等の「生理的時間」や「社会・
文化的生活時間」も常勤職員よりは長く時間が取
れている実態がわかった。こうした仕事以外の生
活行動に使う時間の違いが、生活に関するアンケ
ート調査では、「仕事」を減らしたいと考える人が、
非常勤職員やパートタイムよりも常勤職員で多く
いる結果につながったのではないかと推測できる。

さらに、生活に関するアンケート調査では、理
想の仕事と家庭生活・個人（自分）の時間のバラ
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ンスに向けて、「家事の効率化」「だらだらしな
い」等を改善にあげている人もいるが、生活時間
調査をみると「家事時間」は最も長くても「18．
育児・教育」の 35.3 分であり、「12．調理」も１
日で 27.9 分と短時間といえる。また、「生理的時
間」についても「２．食事」が 1 日平均で 68.1 分
しか時間を使っておらず、実態としてはだらだら
している時間はないように思う。

７．今後の課題及び展望

今回の調査はコロナ前に実施したものであり、
コロナ禍の今とでは働き方も随分と変化があるか
もしれないことには注意が必要である。

勤務形態によらず今回回答いただいた保育士の
ワークライフバランスを見たときに、１日の生活
の中で「仕事」の占める割合が大きく、「生活」
そのものに時間をかけられていない様子が今回の
生活時間調査から見えてきた。また、今回の調査
からはパートタイム、非常勤職員といった働き方
をしている保育士は常勤職員として働いている保
育士と比較して睡眠時間や食事等「生理的活動時
間」が短く、「家事的生活時間」が長い傾向にあ
り、子育て家庭の保育士が多いことが推測できる。

また、常勤職員である保育士は、パート勤務で
の保育士等と比較し、「生理的時間」や「社会・
文化的生活時間」も短い。こうした仕事以外の生
活行動に使う時間の短さが、保育士自身が「仕
事」を減らしたいという思いに繋がっているので
はないかと今回の調査からは推測できた。

待機児童問題の背景にある保育士不足解消のた
め、保育士の給与面含めた待遇改善等を全国的に
も進めている。しかしながら、本当にそうした経
済的支援だけで保育士不足は解消されるのであろ
うか。本研究においては、保育士の生活と働くこ
とのバランスを整える（ワークライフバランス）
ことで保育士として長く働くことが可能となり、
その結果として保育士不足が解消され、待機児童
問題等の解消にもつながるのではないかという観
点から研究を進めてきた。そのため、現場で働く

保育士がどれくらい働き、どのような生活（仕事
と家庭生活等のバランス）をしているのか実態把
握をすすめてきた。しかし、生活時間調査結果の
分析を進め保育士の生活実態を把握していく中で、
以下の２点か今後の課題だと感じた。

１つは、常勤職員としての保育士の定着率の上
昇や早期離職防止の対策としての「仕事」だけに
ならない生活の質の改善（趣味や学習等社会・文
化的時間を持てる余裕）が必要なのではないかと
感じた。仕事時間自体には勤務形態の差はなくて
も、仕事以外にどれだけ日々の生活を充実させら
れるかが保育士という仕事を継続するうえでも大
事なのだと思う。

２つ目には、保育士自身の子育て環境について
も検討が必要だと考えるようになった。保育士不
足解消のために潜在保育士の活用も言われている
が、そうした潜在保育士の中には子育てが理由と
なる離職者も一定数いると思われる。今回の保育
士の生活時間調査結果を見るとパートや非常勤と
言った勤務形態で働く保育士の半数近くが子育て
中と推測され、そうした保育士の生活は、一人暮
らしや実家暮らしの多い常勤職員と比較しても家
事的生活時間が長くなっていることがわかった。
そうした子育て家庭の母親（父親）である保育士
が現場で働き続けるためには、保育士としての仕
事の効率化や給料面での支援だけでなく、保育士
の家庭や子育て環境そのものの改善も必要であり、
つまりは社会環境含めて改善していかないといけ
ないのではないかと感じる。

今回の調査で保育士の生活時間の実態をある程
度把握することができた。この上で、保育士のワ
ークライフバランをよりよくしていくために、先
ほどの課題から次の２つの視点で研究を進めてい
きたい。①常勤保育士の仕事以外の生活時間の充
実を図る方法や保育士自身が充実感を感じるため
には何が必要なのか、そのための支援の在り方に
ついての検討。②子育て中の保育士を支援するた
めの社会環境の整備について、現状の子育て支援
制度等の実態調査をしたうえで、あるべき支援の
形について検討を進めていきたい。
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※本稿は、『小池学園研究紀要』第 19 号にて研究
ノート公表したものに新たな調査結果を追加
し、分析考察を加筆したものである。
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